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トピックストピックス

　令和 5 年 6 月19日（月）、北海道に所在する大学及び大
学を設置する法人（以下「大学等」という。）が、各大
学等の特色及び強みを生かしながら、教育、研究、社会
連携、産学連携等に関する情報の収集、共有及び解析並
びに具体的事業の検討及び実施を連携して行うことによ
り、シナジー効果を発揮し、もって北海道における地域
課題の解決に資することを目的として、そのプラット
フォームとなる「北海道ユニバーシティアライアンス」
を設置いたしました。
　本アライアンスは、設置当初は以下の 8 大学等により
スタートしますが、今後、設置目的に賛同する大学等に
順次参画していただくことを想定しております。

・国立大学法人北海道大学
・国立大学法人北海道教育大学
・国立大学法人室蘭工業大学
・国立大学法人北海道国立大学機構
・国立大学法人北海道国立大学機構小樽商科大学
・国立大学法人北海道国立大学機構帯広畜産大学
・国立大学法人北海道国立大学機構北見工業大学
・国立大学法人旭川医科大学

　なお、本アライアンスにおいては、北海道の大学全体
の研究振興に向けた連携をはじめとして、教育、社会連
携、産学連携等広くカバーしていくこととしております。

「北海道ユニバーシティアライアンス」を設置
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　令和 5 年 6 月 1 日（木）、タイムズ・ハイヤー・エデュ
ケーション（Times Higher Education）がTHEインパ
クトランキング2023を発表し、本学は1001＋位になりま
した。国立工業系大学では唯一、総合ランキングにラン
クインしました。
　「THEインパクトランキング」は気候変動対策やジェ
ンダーの平等、健康と福祉など、国連がSDGsで掲げる
17の各目標について、研究、管理責任、アウトリーチ

（現場における実践）、教育という広範な 4 分野にわたる
大学の取り組みをランク付けし、サスティナビリティに
おける大学の貢献度を示すランキングです。
　SDGs別では、本学は特にSDG6、SDG7、SDG9が高く
評価されています。
　本学はこれからもサスティナビリティに貢献し、「確
かな研究力をベースとした教育力」で、地域にそして世
界に貢献できる理工系学生の育成に邁進します。

THEインパクトランキング2023に
国立工業系大学で唯一ランクイン！

トピックス

総合　1001＋位（日本国内　48位タイ）

601＋位（日本国内　40位タイ）

601-800位（日本国内　21位タイ）

601-800位（日本国内　43位タイ）

1001＋位（日本国内　57位タイ）
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トピックス

　室蘭工業大学航空宇宙機システム研究センターでは令
和 5 年 6 月15日（木）、白老滑空場にてFY2023シーズン
初のデルタ翼UAV（Unmanned Aerial Vehicle）オオワ
シの飛行実験を実施しました。今期は廣田、畠中、奥泉
教員とその学生も加わり、昨年度よりもさらに手厚い陣
容で飛行運用を実施しました。機体製作過程においては
ものづくり基盤センター、ロボットアリーナのご助力、
ご指南もいただき、学生チームの力で精細な美しい機体
を完成させることができました。昨年度12月の飛行試験
における反省点を踏まえ、主翼と尾翼の傾斜角度誤差を

0.2度に抑え、飛行中のロールトリム調整をほとんど行
わずに安定した飛行を実現しました。最高速度は196 
km/h、最大加速度は3Gでした。次回飛行試験に向けて
さらに運用性を向上させた機体を並行製作中です。
　本機体は目下研究中の離陸から着陸までをすべて自動
で行うための搭載誘導制御回路と組み合わせることによ
り、火山噴火、水難事故などの際に迅速に現場へ急行で
きる有翼ドローンなどへの産業利用やスピンオフ展開が
大いに期待されるものです。

新体制でFY2023シーズン初の
デルタ翼UAV飛行試験を実施

飛行中の 1 / 3 オオワシ

主翼取り付け精度の最終チェック

飛行試験に参加した教員と学生（教員 7 名、学生12名）

胴体内部構造の組み立て
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トピックス

　室蘭工業大学は、2023年北海道優秀照明施設賞を受賞
しました。
　この賞は、一般社団法人照明学会が主催しており、照
明施設賞に応募された施設の中から、照明施設賞候補以
外の施設について選考を行い表彰されるものです。照明
技術の普及発達に大きく貢献したと認められる施設に送
られる賞であり、2022年 8 月に改修・増築した附属図書
館に施した照明設備が認められました。
　閲覧室、プレゼンテーションやディスカッションが可
能なラーニングコモンズ、個人で集中する学修空間など、
それぞれのスペースの目的に沿うような雰囲気を演出す
るため、館内全体で照明の配置、色の配色、建築素材の
雰囲気との調和、開放的な空間の創出などの工夫を施し、
学生や教職員、地域住民等が利用しやすく親しみやすい
図書館を目指しました。
　担当者は、「こういった賞を受賞できて非常に嬉しい
です。今後も利用者目線での設備造りに努力していきた
いと思います。」と話していました。

2023年北海道優秀照明施設賞を受賞

表彰状を授与された施設課職員
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　令和 5 年 6 月29日（木）に、大学会館第 5 集会室にて、
救命講習を実施しました。
　室蘭消防署から講師を 2 名招き、AEDの使用方法、
心肺の蘇生法などについて座学及び人形を使った実技を

行いました。
　学生 5 名、教職員10名の合計15名が参加し、参加者は
講師に積極的に質問するなど、緊急時に冷静に対応でき
るよう熱心に聞き入っていました。

救命講習を実施

トピックス
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トピックス

　令和 5 年 6 月 8 日（木）に「北海道産業論」の授業の一
環で室蘭洋上風力関連事業推進協議会（MOPA）の上
村理事長、DENZAI株式会社の吉田氏をお招きし、洋上
風力に関する特別講演を開催しました。
　上村理事長は「室蘭は、洋上風力の拠点になることを
想定している。地理的にも室蘭にはポテンシャルがあ
る」とお話しされ、聴講した学生からは洋上風力に関連
する質問などがあり、聴講者は熱心に耳を傾けていまし
た。

「北海道産業論」の授業において特別講演を開催

特別講演の様子（壇上：上村理事長）
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トピックス

　令和 5 年 6 月 6 日（火）に、本学と高大連携に関する協
定を結んでいる北海道伊達開来高校の生徒、本学の大学
院生 4 名および山中准教授らがTEAM「ゼロカーボン
いぶり」が主催する「だて学（フィールドワーク）」の

一環として、伊達市の協力を得て、脱炭素、スマート農
業に関連する 3 つの施設を見学しました。今後は、 7 月
実施予定のワークショップでのグループワークに学生や
教員が加わり、生徒や学生の学びの場とする予定です。

「だて学（フィールドワーク）」に本学学生が参加

ユーラス伊達黄金ウインドファームでのフィールドワークスマート農業実証の拠点となるハウスでのフィールドワーク
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情報・資料情報・資料

国立大学法人室蘭工業大学の役職員の
報酬・給与等について

様式 １　公表されるべき事項
国立大学法人室蘭工業大学（法人番号4430005010204）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ　役員報酬等について
　 1 　役員報酬についての基本方針に関する事項
　　①　役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　　②令和 ４年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

　　③　役員報酬基準の内容及び令和 ４年度における改定内容
　　　法人の長

　本学の役員に支給する期末特別手当（ボーナス）において、役員の俸給等に当該役員の職務実績に応じて、
期末特別手当額の100分の10の範囲内で増額又は減額することができることとしており、経営協議会の議を経
るものとしている。

　本学の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって、他の国立大学法人、国家公
務員等のほか、以下を参考とした。
　事務次官年間報酬額･･･23,374千円
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　　　理事

　　　　理事（非常勤）

　役員報酬支給基準は、法人の長と同様であるが、俸給については、706,000円から
965,000円の範囲で法人の長が定めることとしている。
　なお、令和 4年度における改定内容は法人の長と同じである。

　役員報酬支給基準は、俸給及び諸手当（地域手当、通勤手当、単身赴任手当、期末特別
手当及び寒冷地手当）から構成されている。俸給については、国立大学法人室蘭工業大学
役員の給与、退職手当、紀律、旅費に関する規則に則り、俸給（965,000円）を支給して
いる。期末特別手当についても、同規則に則り、基礎額（俸給＋俸給×100分の20＋俸給
×100分の25）に100分の165を乗じ、さらに、基準日以前 6箇月以内の期間におけるその
者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。また、この額は、文部科学省国立
大学法人評価委員会が行う業績評価の結果を勘案し、その者の職務実績に応じて、その額
の100分の10の範囲内で、これを増額し、又は減額することができる。
　なお、令和 4 年度では、国家公務員の給与改定に準拠し、期末特別手当支給率の改定
（ 6 月：年間3.35ヶ月分→年間3．25ヶ月分　12月：年間3．25ヶ月分→年間3．30ヶ月分）を
実施した。

　該当者なし
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　　　　監事（非常勤）
　役員報酬支給基準は、俸給のみで構成されている。俸給については、月額193,000円の
定額としている。
　なお、令和 4年度については改定していない。

　　 ２　役員の報酬等の支給状況

注 １：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注 ２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　�退職公務員「＊」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後独立行政法人等の退職

者「＊※」、該当がない場合は空欄

役名
令和 4 年度年間報酬等の総額 就任・退任の状況

前職
報酬（給与） 賞与 その他（内容） 就任 退任

法人の長
千円 千円 千円 千円

16,310 11,581 4,617 112（寒冷地手当）
0　 （通勤手当）

A理事
千円 千円 千円 千円

13,818 9,816 3,914 64（寒冷地手当）
24　 （通勤手当）

B理事
千円 千円 千円 千円

11,962 8,472 3,378 112（寒冷地手当）
0　 （通勤手当）

C理事
千円 千円 千円 千円

12,837 9,132 3,641 64（寒冷地手当）
0　 （通勤手当）

A監事
（非常勤）

千円 千円 千円 千円
※

2,316 2,316 0 0（　　　　　）

B監事
（非常勤）

千円 千円 千円 千円

2,316 2,316 0 0 （　　　　　）

3 　役員の報酬水準の妥当性について
　　　【法人の検証結果】
　　　　法人の長

　本学は、未来をひらく科学技術者の育成、人間・社会・自然との調和を考えた創造的な
科学技術研究の展開、地域社会さらには国際社会における知の拠点として社会の発展への
貢献、という本学の理念に基づき、国際的通用性をもった科学技術者の育成、科学技術分
野における知の創造、産学官連携及び地域貢献を使命としており、学部及び大学院博士前
期課程を通じた教育の重点化、本学の特色を活かした特定分野における研究の高度化の推
進、学術研究成果を積極的に発信することによる地域の発展への貢献を学長のリーダー
シップの下で推進している。
　本学の学長は、教職員約300名を有する法人を代表し、その業務を総理するとともに、
校務を司り、所属職員を統督して、経営責任者と教学責任者との職務を同時に担ってい
る。�また、本学は、学長の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸給表の俸給月
額を踏まえて決定しているが、学長の職務内容の特性は上記のとおり法人化移行前と同等
以上であり、これまでの各年度における業績評価の結果を勘案したものとしている。
　こうした職務内容の特性等を踏まえると、報酬水準は妥当であると考える。

　　　　監事
　該当者なし
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　　　　理事
　本学には 3名の理事がおり、学長のリーダーシップの下、それぞれが総務・学術担当及
び評価・財務担当、研究・連携担当として学長を補佐し、本学の業務を掌理している。
　理事の年間報酬額は他の工科系国立大学の理事の報酬水準（名古屋工業大学、豊橋技術
科学大学及び京都工芸繊維大学の理事の平均年間報酬額13,122千円：地域手当その他諸手
当を除く。）と同水準である。（令和 3年度実績）
　こうした職務内容の特性や上記との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考える。

　　　　監事（非常勤）

　　　　【文部科学大臣の検証結果】

　本学には 2名の監事（非常勤）がおり、本学の業務全般についての監査を行っている。
監事（非常勤）の報酬支給基準は、常勤の役員の俸給をもとに算定している。
　監事（非常勤）の年間報酬額は他の工科系国立大学の監事（非常勤）の報酬水準（名古
屋工業大学、豊橋技術科学大学及び京都工芸繊維大学の監事（非常勤）の平均年間報酬額
2,288千円）と同水準でもある。（令和 3年度実績）
　こうしたことから、報酬水準は妥当であると判断している。

　職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学法人との比較など
を考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考える。

　　　　監事
　該当者なし

　　　　理事（非常勤）
　該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　 退職公務員「＊」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後独立行政法人等の退職者

「＊※」、該当がない場合は空欄

　　 ４　役員の退職手当の支給状況（令和 ４年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 法人での在職期間 退職年月日 業績勘案率 前職

法人の長
千円 年 月

該当者なし

理事
千円 年 月

該当者なし

監事
（非常勤）

千円 年 月

該当者なし
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区　分 判　断　理　由

法人の長 該当者なし

理事 該当者なし

監事
（非常勤）

該当者なし

　　 ６ 　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　役員に支給する期末特別手当（ボーナス）において、役員の俸給等に当該役員の職務実績に応じて、期末特
別手当額の100分の10の範囲内で増額又は減額することができることとしており、今後も継続する。

　　 ５ 　退職手当の水準の妥当性について
　　　　【法人の判断理由等】

　　　　【文部科学大臣の検証結果】

該当なし

Ⅱ　職員給与について
　 1 　職員給与についての基本方針に関する事項
　　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　本学職員の給与水準を検討するにあたって、一般職の職員の給与に関する法律に定める職種に応じた俸給表
の内、行政職俸給表（一）の平均給与月額を参考にした他、令和 4年度職種別民間給与実態調査によるデータ
のうち、企業規模別（本学約300人）・職種別平均支給額を参考にした。

（ 1）国家公務員･･･令和 4 年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給与月額は405,049円
となっており、全職員の平均給与月額は413,064円となっている。

（ 2）職種別民間給与実態調査において、本学と同等の規模（100人以上500人未満）で、事務係長の大学卒の
4月の平均支給額は443,135円となっている。
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注： 「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案率及び退職手当支
給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。
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　　② 　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給の仕組み及び導入実績
を含む。）

賞与：勤勉手当（査定分）：基準日（ 6 月 1 日・12月 1 日）以前における直近の人事評価の結果及び基準日以前
6 箇月以内の期間における勤務の状況に応じて決定される支給割合（成績率）に基づき支給することができる。

昇給： 5 段階の昇給区分（号俸数）により、昇給日（ 1 月 1 日）において学長が定める日以前 1 年間における
勤務成績に応じて昇給することができる。

昇格・降格：勤務成績が特に良好な職員で本学が定める基準を満たしている者については、その者が従事する
職務に応じ、かつ総合的な能力の評価により、 1 級上位の級に昇格させることができる。また、勤務実績がよ
くない等のため降任した場合に、下位の級に降格させることができる。

　　③　給与制度の内容及び令和 4 年度における主な改定内容

　国立大学法人室蘭工業大学職員の給与等に関する規則に則り、俸給及び諸手当（俸給の調整額、俸給の特別
調整額、初任給調整手当、扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤
務手当、超過勤務手当、休日勤務手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、寒冷地手当、入試手当、
学位論文審査手当、作業環境測定業務従事手当、大学主催事業等従事手当、安全衛生巡視業務従事手当及び長
期出向等手当）としている。
　期末手当については、期末手当基礎額（（（俸給月額＋俸給の調整額）＋扶養手当）＋これらに対する地域手
当及び広域異動手当＋役職加算額）に100分の120を乗じ、さらに基準日以前 6箇月以内の期間におけるその者
の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
　勤勉手当については、勤勉手当基礎額（（俸給月額＋俸給の調整額）＋これらに対する地域手当及び広域異
動手当＋役職加算額）に勤務成績に応じて、学長が基準日ごとに定める割合を乗じ、さらに基準日以前 6箇月
以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
　なお、令和 4年度は、以下のとおり給与制度の改定を実施した。

（ 1）俸給表
　①　一般職俸給表（一）
　　�　 1 級（大卒程度）の初任給を3,000円、 1級（高卒者）の初任給を4,000円引き上げる。これを踏まえ、

30歳台半ばまでの職員が在職する号俸について所要の改正を行う（平均改定率0.3％）。
　②　その他の俸給表
　　�　一般職俸給表（二）、教育職俸給表及び医療職俸給表も上記との均衡を考慮した改正を行う。なお、指

定職俸給表については改正しない。
（ 2）俸給の調整額
　　　 1級 1号俸～10号俸の調整基本額を数百円程度引き上げる。
（ 3）勤勉手当
　〈 6月〉
　　・�期末手当及び勤勉手当の年間の支給月数を0.15月分引き下げて4.30月とする。
　　　�また、特定管理職員、指定職俸給表適用職員及び再雇用職員についても同程度の引下げとする（ただし、

令和 3年12月の期末手当引き下げ相当額の調整は行わないこととする。）。
　�　・民間の支給状況等を踏まえ、期末手当の支給月数に反映する。
　〈12月〉
　　・期末手当及び勤勉手当の年間の支給月数を0.10月分引き上げて4.40月とする。
　　・勤務実績に応じた給与を推進するため引き上げ分を勤勉手当に配分する。
　　・令和 5年度以降は、勤勉手当の支給割合を 6月期と12月期で平準化する。
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区分 人員 平均年齢
令和４年度の年間給与額（平均）

総額
うち所定内

うち賞与
うち通勤手当

常勤職員
人 歳 千円 千円 千円 千円

184 49.8 7,481 5,423 39 2,058 

事務・技術
人 歳 千円 千円 千円 千円

80 43.7 5,780 4,257 39 1,523 

教育職種
（大学教員）

人 歳 千円 千円 千円 千円

104 54.5 8,790 6,321 39 2,469 

医療職種
（病院医師）

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

医療職種
（病院看護師）

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

その他医療職種
（看護師）

人 歳 千円 千円 千円 千円

　 ２ 　職員給与の支給状況
　　①　職種別支給状況

区分 人員 平均年齢
令和４年度の年間給与額（平均）

総額
うち所定内

うち賞与
うち通勤手当

常勤職員
人 歳 千円 千円 千円 千円

50 44.3 7,793 7,793 36 0 

事務・技術
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
教育職種

（新年俸制適用教員）
人 歳 千円 千円 千円 千円

38 42.2 7,401 7,401 41 0 
教育職種

（旧年俸制適用教員）
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 50.8 9,033 9,033 21 0 
医療職種

（病院医師）
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
医療職種

（病院看護師）
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
その他医療職種

（看護師）
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

〔年俸制適用者〕

再任用職員
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 62.8 2,872 2,419 19 453 

事務・技術
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 62.8 2,872 2,419 19 453 
教育職種

（大学教員）
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
医療職種

（病院医師）
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
医療職種

（病院看護師）
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
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注： 常勤職員の「その他医療職種（看護師）」については、該当者が 1 人のため、当該個人に関する情報が特定されるお
それのあることから、区分以外は記載せず、常勤職員全体の数値からも除外している。

注：在外職員及び任期付職員については、全職種で該当者がいないため省略した。

非常勤職員
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

事務・技術
人 歳 千円 千円 千円 千円

教育職種
（大学教員）

人 歳 千円 千円 千円 千円

医療職種
（病院医師）

人 歳 千円 千円 千円 千円

医療職種
（病院看護師）

人 歳 千円 千円 千円 千円

〔年俸制適用者〕

非常勤職員
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 46.7 5,278 5,278 56 0 

事務・技術
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
教育職種

（大学教員）
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 46.7 5,278 5,278 56 0 
医療職種

（病院医師）
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
医療職種

（病院看護師）
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
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　　　② 　年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））〔在外職員、
任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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注 1 ：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注 2 ： 年齢20～23歳の該当者は 1 人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのある

ことから、年間給与については表示していない。
注 3 ： 年齢24～27歳の該当者は 3 人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのある

ことから、年間給与額の第 1 ・第 3 分位については表示していない。

注 1 ： ①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注 2 ： 年齢32～35歳、36～39歳、40～43歳の該当者は 4 人以下であるため、当該個人に関する情報が

特定されるおそれのあることから、年間給与額の第 1 ・第 3 分位については表示していない。
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注 1 ： 「副課長」には課長補佐相当職である「室長」及び「技術専門員」を、「係長」には
係長相当職である「技術専門職員」を、「係員相当」には「事務職員」のほか「技
術職員」をそれぞれ含む。

注 2 ： 事務局長の該当者は 1 人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのある
ことから、平均年齢及び年間給与の平均額については記載していない。

注： 講師の該当者は 3 人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあること
から、年間給与の最高～最低額については記載していない。

（事務・技術職員）

（教育職員（大学教員））

分布状況を示す
グループ 人員 平均年齢

年間給与額
平均 （最高～最低）

人 歳 千円 千円
事務局長 1 
課長 5 53.1 7,935 8,860～6,756
副課長 10 53.4 6,728 7,099～6,160
係長 36 47.4 5,999 6,964～5,001
主任 11 36.5 4,941 5,370～4,326
係員 17 31.1 4,090 5,117～3,565

分布状況を示す
グループ 人員 平均年齢

年間給与額
平均 （最高～最低）

人 歳 千円 千円
教授 43 58.5 9,919 11,073～8,748
准教授 44 52.4 8,360 9,388～6,985
講師 3 53.2 7,951 
助教 14 48.9 6,566  7,176～6,025

③　職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

区分 夏季（ 6 月） 冬季（12月） 計

管理職員

一律支給分（期末相当）
％ ％ ％

52.5 50.5 51.5 
査定支給分（勤勉相当）

（平均）
％ ％ ％

47.5 49.5 48.5 
％ ％ ％

最高～最低 56.4～41.6 58.0～43.9 57.2～44.2

一般職員

一律支給分（期末相当）
％ ％ ％

55.9 53.5 54.7 
査定支給分（勤勉相当）

（平均）
％ ％ ％

44.1 46.5 45.3 
％ ％ ％

最高～最低 48.6～40.1 50.8～42.8 47.7～42.5

④　賞与（令和４年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））
（事務・技術職員）
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（教育職員（大学教員））

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　88.1
注： 上記比較指標は、法人化前の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、令和 4 年度の教育職員（大学

教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

項　　目 内　　　　　容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案  84.7
・年齢・地域勘案  94.0
・年齢・学歴勘案  83.9
・年齢・地域・学歴勘案 93.3
（参考）対他法人  97.5

国に比べて給与
水準が高くなっ
ている理由

給与水準の妥当
性の検証

（法人の検証結果）
【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 60.73％

（国からの財政支出額 3,478百万円、支出予算の総額 5,727百万円：令和 4 年度予算）
【累積欠損額について】
累積欠損額 0 円（令和 3 年度決算）

【大卒以上の高学歴者の割合 71.25％（常勤職員数80名中57名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 37.35％】
（支出総額 5,566,168千円、給与・報酬等支給総額 2,078,939千円：令和 3 年度決算）
（法人の検証結果）
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合はやや高いものの、累積欠損はなく、対国家公
務員指数も100以下であるため、給与水準は適切であると考えている。

（文部科学大臣の検証結果）
　法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業員の給与等を勘案し、設
定の考え方を明らかにすることが求められており、国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、
その合理性及び妥当性について、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等
に関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
　当該法人は、国家公務員の給与及び民間企業の従業員の給与等を総合的に勘案したうえで、職
員の給与水準を設定しており、法人における給与水準の妥当性の検証結果から、適切な対応が執
られていると考える。引き続き、適切な給与水準の設定に努めていただきたい。

講ずる措置 職員の給与水準については、今後も引き続き社会一般の情勢に適合したものとなるように努める。

区分 夏季（ 6 月） 冬季（12月） 計

管理職員

一律支給分（期末相当）
％ ％ ％

54.4 52.5 53.5 
査定支給分（勤勉相当）

（平均）
％ ％ ％

45.6 47.5 46.5 
％ ％ ％

最高～最低 48.4～42.6 50.7～44.9 49.3～43.8

一般職員

一律支給分（期末相当）
％ ％ ％

56.3 54.0 55.1 
査定支給分（勤勉相当）

（平均）
％ ％ ％

43.7 46.0 44.9 
％ ％ ％

最高～最低 47.8～35.1 50.7～40.2 48.7～40.7

　　 ３ 　給与水準の妥当性の検証等
　　　事務・技術職員
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　　 ４ 　モデル給与

　　 ５ 　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

●事務・技術職員
（扶養親族がいない場合）
○22歳（事務局「係員」、大卒初任給）
　月額　185,200円　　年間給与　3,052,000円
○35歳（事務局「係長」）
　月額　287,400円　　年間給与　4,800,000円
○50歳（事務局「副課長」）
　月額　373,800円　　年間給与　6,327,000円

●教育職員（大学教員）
（扶養親族がいない場合）
○27歳（助教、博士修了初任給）
　月額　310,250円　　年間給与　5,112,000円
○35歳（助教）
　月額　349,850円　　年間給与　5,843,000円
○50歳（教授）
　月額　530,700円　　年間給与　9,102,000円

※�扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子
1人につき10,000円）を支給（月額）

　職員の勤務成績に応じて、昇給、昇格及び降格の実施並び
に勤勉手当（ 6 月期・12月期）支給割合の増減を行っており、
今後も継続する。

Ⅲ　総人件費について

区　　分 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度

給与、報酬等支給総額
 （Ａ）

千円 千円 千円 千円 千円 千円

2,071,991

退職手当支給額
 （Ｂ）

千円 千円 千円 千円 千円 千円

55,244

非常勤役職員等給与
 （Ｃ）

千円 千円 千円 千円 千円 千円

281,055

福利厚生費
 （Ｄ）

千円 千円 千円 千円 千円 千円

361,571

最広義人件費
 （Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

千円 千円 千円 千円 千円 千円

2,769,861

注：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。
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・「給与、報酬等支給総額」の対前年度比が0.33％減となった要因
　定年等退職者の後任が若い年齢層になったことや国家公務員の給与改定に準拠し、期末手当及び
勤勉手当の支給率の引き下げを実施したことにより、給与、報酬等支給総額は減少となっている。

・「最広義人件費」の対前年度比が1.96％減となった要因
　上記に記載した要因による給与、報酬等支給総額の減少、定年退職者数減少による退職手当支給
額の減少により、最広義人件費は減額となっている。

Ⅳ　その他

　　総人件費について参考となる事項

　特になし
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外 部 資 金外 部 資 金

民間等との共同研究の受入れ

研究代表者・職・氏名 相手方区分 金　額（千円）

もの創造系領域
　准教授　　大　石　義　彦 大 企 業 1,200

しくみ解明系領域
　教　授　　岸　本　弘　立 独 立 行 政 法 人 455

合　　　　　計（ 2 件） 1,655

※大企業・中小企業の別は、中小企業基本法（昭和３8年法律第１５４号）第 ２条による。
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研究代表者・職・氏名 委託先区分 金　額（千円）

もの創造系領域
　教　授　　濱　　　幸　雄 公 益 法 人 等 1,000

合　　　　　計（ 1 件） 1,000

受託研究等の受入れ

外部資金
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奨学寄附金の受入れ

寄  附  者 目　的 金　額（千円）

東洋建設株式会社 工 学 研 究 助 成 500

株式会社木村鋳造所 工 学 研 究 助 成 500

アンテナ技研株式会社 工 学 研 究 助 成 1,000

一般社団法人ALC協会 工 学 研 究 助 成 1,000

一般財団法人北海道河川財団 工 学 研 究 助 成 800

一般財団法人北海道河川財団 工 学 研 究 助 成 800

株式会社南組 工 学 研 究 助 成 1,000

特定非営利活動法人
地下資源イノベーションネットワーク 寄 附 講 座 2,200

勇建設株式会社 工 学 研 究 助 成 1,000

勇建設株式会社 工 学 研 究 助 成 3,000

株式会社構研エンジニアリング 工 学 研 究 助 成 500

株式会社構研エンジニアリング 工 学 研 究 助 成 500

株式会社構研エンジニアリング 工 学 研 究 助 成 500

日本データーサービス株式会社 工 学 研 究 助 成 500

個人寄附者（ 1 件） 工 学 研 究 助 成 1,100

合　　　　　計（15件） 14,900

外部資金
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国立大学法人
室蘭工業大学長発令

発令年月日 異　動　内　容 氏　　名 現　　　　　職

〈採　用〉

令和 5年 7月 1日 大学院工学研究科特任教授（しくみ解明系領域）
兼務：クリエイティブコラボレーションセンター

岸 上 順 一

〈昇　任〉

令和 5年 7月 1日 大学院工学研究科教授（しくみ解明系領域） 飯 森 俊 文 大学院工学研究科准教授
（しくみ解明系領域）

大学院工学研究科教授（しくみ解明系領域） 山 中 真 也 大学院工学研究科准教授
（しくみ解明系領域）

大学院工学研究科教授（ひと文化系領域） 上 村 浩 信 大学院工学研究科准教授
（ひと文化系領域）

研究協力課副課長 伊 藤 陽 平 総務広報課係長（社会連携係）

入試戦略課係長（入学試験係） 西　川　美由紀 経営企画課主任（評価分析係）

研究協力課係長（研究戦略係） 堀 切 香 菜 経営企画課主任（経営企画係）

〈配置換〉

令和 5年 7月 1日 総務広報課係長（社会連携係） 木 村 友 也 研究協力課係長（研究戦略係）

学務課係長（学生支援係） 津 川 貴 裕 入試戦略課係長（入学試験係）

監査室係長（監査係） 清 水 将 志 学務課係長（学生支援係）

経営企画課係員（経営企画係） 伊 藤 祐 太 経理課係員（調達係）

学務課係員（教務企画係） 岩 﨑 　 稜 研究協力課係員（研究支援係）

研究協力課係員（研究支援係） 吉 田 竣 稀 経理課係員（経理係）

経理課再雇用職員（調達係） 末 田 　 靖 監査室再雇用職員（監査係）

〈兼務免〉

令和 5年 7月 1日 学務課副課長 養 田 　 学 学務課副課長
兼務：研究協力課副課長
（期間：令和 5年 6月30日まで）

人　　　事人　　　事
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発令年月日 異　動　内　容 氏　　名 現　　　　　職

〈雇用期間満了〉

令和 5年 6月30日 研究協力課事務補佐員 三田村　はるか

〈辞　職〉

令和 5年 6月30日 保健管理センター事務補佐員 関　元　美保子

〈採　用〉

令和 5年 7月 1日 入試戦略課国際交流室特定専門職員 関 口 規 夫
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学 内 会 議学 内 会 議

学内各種委員会等の開催学内各種委員会等の開催

＜ 5 月25日～ 6 月24日＞

開催日時 令和 5年 5月25日（木）
会 議 名  第 2回大学院工学研究科博士後期課程専攻長等会議

開催日時 令和 5年 6月 6日（火）
会 議 名  第 7回役員会

開催日時 令和 5年 6月 8日（木）
会 議 名  第 2回教授会

開催日時 令和 5年 6月15日（木）
会 議 名  第 3回教育研究評議会

開催日時 令和 5年 6月15日（木）
会 議 名  第 8回役員会

開催日時 令和 5年 6月15日（木）
会 議 名  第 2回企画戦略会議

開催日時 令和 5年 6月19日（月）
会 議 名  第 9回役員会

同じ日付でも
省略しないこと
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日　　　誌日　　　誌

同じ日付でも
省略しないこと

5 月26日（金） 2023年度10月入学大学院博士後期課程　
外国人留学生入試（国外出願第 2 次募
集）・PBL-AI入試・CS×専門入試合格
発表

5月27日（土） 令和 6年度学部編入学推薦入試
6月 9日（金） 令和 6年度　編入学推薦入試　合格発表
6月14日（水） 令和 5年度　第 1回定例記者懇談会
6月17日（土） 2024年度 4月入学大学院博士前期課程推

薦入学試験
6月20日（火） 定期健康診断・情報機器作業健康診断（21

日まで）

学内行事学内行事

5 月26日（金） 国立大学協会　令和 5年度第 2回政策会
議及び令和 5年度第 2回理事会（東京）

6月 2日（金） 令和 5年度全国国立大学工学系学長懇談
会（ 3日まで：名古屋）

6月 8日（木） 第73回国立大学工学部長会議・総会（ 9
日まで：長野）

6月12日（月） 国立大学協会令和 5年度第 1回通常総会
（東京）

6月13日（火） 国立大学法人学長・大学共同利用機関法
人機構長等会議（東京）

6月21日（水） THE�Asia�Universities�Summit�2023（23
日まで：香港）

学外行事学外行事



2023年 7 月号

室蘭工業大学のキャラクター「ムロぴょん」

■編集発行　　室蘭工業大学総務広報課
　　　　　　　〒050-8585　室蘭市水元町27番 １ 号　電話　0１43-46-50１4

■印 刷 所　　株式会社日光印刷
　　　　　　　電話　0１43-47-8308

◆　最近、室蘭工業大学で広報をしていることに誇り？自信？を感じるようになりました。以前よりも広報の仕事に
馴染めてきた気がします。
　　札駅のピラービジョンで自分が携わった動画が流れていれば横にいる友達に紹介したり、市街の飲食店で隣の席
の方が室工大の話をしていた時には、オムライスを食べるのを忘れて耳を澄ませたりしてしまいます。学外で室蘭
工業大学を見つけると嬉しくなります。
　　それから、人と話そう、この人と話してみたいと思うようにもなりました。広報では毎日多くの方とかかわりま
すが、皆全く違うことに力を注いでいて、色んなエピソードも持っていて発見の日々です。今後の出会いも楽しみ
です。そして、それらを上手く発信できるようになりたいと思います。
　　今後も室蘭工業大学の広報に貢献できるよう頑張ります。
　　先日、パソコンのデータを整理していたら、昨年のこの時期に描いたムロぴょんの絵があったので、載せてみます。

　（Garoon：総務広報課総務広報係、E-mail：koho@mmm.muroran-it.ac.jp）

� （総務広報課総務広報係）




